




















































































































































































































































































































































































































世帯主年齢 198788 89 90 91 92 93 94 95 96 97 9899年度
力口重平均 208226240258258238231217219220221207197
一24歳 121 120142 139126 130119 115 114 126 123 119 ll4
25－29 155 155192 191 188174179159 161 166 166153152






奮騰 328332雛＄、 灘囎 響 露纏 翻 慧㈱ 翻緊 蹄醸i
55－59 272276292琶鑛 灘韮 307297282276281279281245
60－64 175 205207225224205205190 200205202189 178










合　　計 所得税 法人税 消費税＋地方消費税 固定資産税
87－998㍗91i91の987－998791i91◎987－g98箔91ig1の987－9987－91i91－9987－ 987－91i91－99
一24歳 ▲0．5 12i▲13▲0．1 1，0i▲α6▲1．1 ▲α6i▲1，3L6 2，2i1，20．2 α3iα2
25－29▲0．1 aol▲a6▲0．2 a21▲13▲LO▲α5i▲L11．3 20iα80．2 α3iα2
30－34 0．3 55i▲z1▲0．0 23i▲1．1▲0．8 αoi▲1．01．3 2，0iα8 0．3 α4iα3
35－39 0．4 a31▲a・▲0．2 z・i▲12▲0．7 αli▲α9 1．3 20iα80．3 α4iα3
40－440．7 75i▲z5▲0．3 2．gi▲1．6▲0．6 α2i▲α91．3 1，glα8 0．4 α5iα3
45－490．2 ali▲z6▲0．3 2・6i▲1・7▲0．7 α1i▲α9 1．3 1，gi　O，8 0．3 α4iα2
50－54▲0．2 48i▲a5▲0．5 24i▲1£▲0．6 ▲α2i▲α7 L2 1，6iα8 0．2 α31α2
55－59▲0．9 5・8i▲40▲ ．5 a31▲23▲0．8 ▲α1i▲1つ 1．1 1£iα6 0．2 α4iαo
60－64 0．1 a4i▲z8▲0．3 a3i▲19▲0．7 α1i▲1，01．4 20iα90．4 α5iα3











































































































































加重平均 233 197 36 18．2 14　　　22 23　　　　　　14　　　　　　10　　　　　▲　24
一24歳 120 114 6 5．5 8　　▲1 11　　　4　　　　6　　　▲18
25－29 170 152 18 11．7 11　　　　7 17　　　7　　　8　　　▲20
30－34 203 176 27 154 14　　　13 21　　　11　　　10　　▲22
30－39 230 197 33 16．7 16　　　17 25　　　13　　　11　　▲24
40－44 272 229 43 18．7 17　　　25 31　　　　　　17　　　　　　　13　　　　　　▲　27
45－49 304 251 53 20．9 18　　　34 38　　22　　13　　▲30
50－54 335 270 64 ・23．8 19　　　46 45　　　　　26　　　　　14　　　　　▲　31
55－59 304 245 59 24．2 16　　　43 39　　25　　12　　▲27
60－64 203 178 25 14．3 13　　　13 16　　14　　　9　　▲24












































構成変化分i規模変化分 計 構成変化分i規模変化分 計
30歳 1，324 1，418 56　　▲150 ▲94 3．9　　▲10．6 ▲6£
40歳 2，525 2，755 8　　▲238 ▲230 0．3　　▲8。6 ▲84
50歳 3，218 3，549 ▲30　　▲301▲331 ▲0，8　　▲8，5 ▲9．3
60歳 3，672 4，090 ▲90　　▲328▲418 ▲2．2　　▲8，0 ▲10．2
70歳 2，738 2，914 52　　▲228 ▲176 L8　　▲7。8 ▲6．0


































































































構成変化分i規模変化分 計 構成変化磯模変化分 計
▲10歳 56年 19，091 18，200 ▲151i1魍2891 ▲α8i　57 4．9
0歳 56年 17，692 17，085 ▲138i745607 ▲α8i　44 3．6
10歳 56年 16，374 15，918 ▲981554456 ▲α6i　3、5 2．9
20歳 56年 15，086 14，741 ▲311376346 ▲02i　262．3
30歳 46年 12，544 12，409 ▲96i231135 ▲α8i　19 1．1
40歳 36年 9，609 9，593 ▲104i12116 ▲1．11　L3 0．2
50歳 26年 6，280 6，293 ▲25i　12▲12 ▲α4i　O。2▲0．2
60歳 16年 3，100 3，014 1061▲2086 3，5i▲α7 2．9













































































































構成変化分i規模変化分 計 構成変化分i規模変化分 計
▲10歳 56年 19，091 18，200 ▲151i1，042891 ▲α8i　5，7 4．9
0歳 56年 17，692 17，085 ▲138i745607 ▲o£i　44 3．6
10歳 56年 16，374 15，918 ▲98i554456 ▲α6i　35 2．9
20歳 56年 15，086 14，741 ▲31i376346 ▲α2i　z6 2．3
30歳 56年 13，868 13，827 ▲40i　8041 ▲α3iα60．3
40歳 49年 12，134 12，348 ▲97i▲117▲214▲α8i▲α9 ▲L7
50歳 39年 9，498 9，842 ▲54i▲289▲344▲α6i▲2。9▲3．5
60歳 29年 6，772 7，104 16i▲348▲332 α2i▲49▲4．7
70歳 19年ら 3，778 3，973 91i▲286▲195 Z3i▲7，2▲4．9
（注）　　2000年度を基準にGD　Pデフレーターで実質化した一世帯あたりのもの
　　　年齢は世帯主年齢
税制改正による各世代の税負担への影響（浅羽）（29）462
　一方、税収規模による変化分では、34歳以上の世代に税負担累計額を減
少させる効果、33歳以下の世代で増加させる効果がみられる。そして32～
39歳の世代を除き、税収構成による変化分を税収規模の変化分が凌駕して
いる。
（2）むすび
　本研究の推計結果から、1987～99年度の税制改正によって、各年度にお
ける年齢階層別税負担構成に大きな影響を及ぼし、また各世代の税負担の
累計額にも大きな影響が及んだことがわかった。
　1987、88年度の税制改正において個人所得課税の減税等や消費税の導入
が図られた際、その目的のひとつに世代間の負担の公平化があった。この
世代間の負担を平準化するというねらいの背景には、少子・高齢社会の到
来により負担の増大が予想されるなか、税負担が勤労世代にあまりに偏る
と勤労意欲などにマイナスの影響が出るといった懸念があった。本推計に
おいて、1987～99年度の税制改正が、同一時点における年齢階層別の税負
担格差を縮小し、幅広い世代で税を負担するという目的について、ある程
度達成されたことが明示された。
　しかし、世代間の負担の平準化が、各世代の生涯税負担の平準化を意味
するのであれば、その目的を果たせたとはいえない。逆にまだ生まれてい
ない将来世代を含む若年層の税負担をより重くする一方で、高齢層の税負
担を軽減し、世代間の負担格差を拡大する役割を果たしたという推計結果
となった。ただし、負担格差拡大の要因は、減税政策にあったことも明ら
かになった。主に所得課税のウェイトを軽減し消費課税のウェイトを高め
た税収構成の変化という面に注目すると、世代間の負担格差縮小に貢献し
たという推計結果が得られた。その意味では、当初想定していたであろう
税収中立下での税制改正が続けられていたならば、世代問の負担格差は縮
小していたと考えられる。
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はじめに述べたように、本研究のテーマは各世代の税負担であり、これ
をもって直ちに税制改正の方向を示すことは不可能である。また、社会保
険料を含めた議論も必要になるであろう。だが本研究の目的は、今後の税
制のあり方を考えるに当たり、各世代の税負担に配慮して改革を議論する
際の参考になることを意図している。その意味では、本研究で示された推
計結果は多くの意義をもつ。とりわけ、所得課税から消費課税へという税
収構成の変化が世代問の公平に資する一方、ネット減税は将来世代の税負
担を有していたという結果は、現行の税制を改正できる現在世代にとって、
重要な示唆となるであろう。
　　政府税制調査会「わが国税制の現状と課題」（2000年7月14日）
　　世代会計の内容及び推計結果は、浅羽（1996）を参照。
　　統計上暦年のものしかないケースもある賦その場合は年度に読み替えて処理する。
　　法人課税について、法人は独自の担税力をもち、個人とは別の課税主体と考える
　法人実在説と、法人は個人株主の集合体と考える法人擬制説がある。本研究では基
　本的に法人擬制説の立場だが、日本の法人の実状に鑑み、単に株主のみへの課税と
　するのではなく、従業員や消費者も負担すると想定している。
（5）　総務庁統計局『国勢調査』によると、85年から95年までの10年間で平均世帯人員
　数は3．17人から10．4％減少して2．84人になった。
（6）　法人を介する税には、法人税のように法人所得が課税対象となる税のほか、固定
　資産税のように法人・個人ともに課税対象となる税が含まれる。法人・個人ともに
　課税対象になっている税について、必ずしも法人分がわかるわけではない。そこで、
　一定の前提をおいて法人媒介分を設定している（図表1）。
（7）税収弾性値は考慮せず、GD　Pデフレーターで毎年度実質化して税収の累積効果
　を推計した。
（8）　要因分解にあたり、税収規模による影響の抽出のため、税収規模は税制改正がな
　かった場合と同じ、税収構成については実績と同じケースを想定した。なお、ここ
　では税収構成について、税制改正による分だけを抽出するのではなく、自然増減分
　も含めている。
（9）　本研究では、統計の制約から世帯単位で推計を行なっている。人口と世帯主数の
　関係は、95年における住民基本台帳の年齢階層別人口と国勢調査の年齢階層別世帯
　主数の関係が維持されると仮定している。
（10）　これは、本研究で想定した経済条件のもとで2020年度から政府債務残高がGD　P
　比で定常する水準である。年度ごとのスケジュールは、定率で目標の達成に至るよ
　　うにしている。
（1）
（2）
（3）
（4）
　　　　　　　　　　　　税制改正による各世代の税負担への影響（浅羽）（31）460
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